
氷見市新生児等聴覚検査費用助成事業実施要綱  

 （趣旨）  

第 1 条  この要綱は、新生児等の聴覚異常を早期に発見することにより、適切

な対応を図るため、新生児等聴覚検査費用助成事業（以下「聴覚検査」とい

う。）を実施することに関し必要な事項を定めるものとする。  

 （対象者）  

第 2 条  聴覚検査の対象者は、生後６月以内の乳児で聴覚検査を受けた者の保

護者のうち、検査実施日に市内に住所を有する者（以下「対象新生児等」と

いう。）とする。  

 （聴覚検査の内容）  

第 3 条  聴覚検査の内容は、対象新生児等に対して初めて実施する聴覚検査で

あって、次のいずれかに該当するものとする。  

 （１）  自動聴性脳幹反応検査（自動ＡＢＲ）  

 （２）  聴性脳幹反応検査（ＡＢＲ）  

 （３）  耳音響放射検査（ＯＡＥ）  

２  前項に規定する新生児等聴覚検査の結果に係る確認検査は、事業の対象と

しない。  

 （実施機関）  

第 4 条  聴覚検査は、次の各号に掲げる医療機関において実施するものとする。 

 （１）  市長が聴覚検査の実施を委託した医療機関（以下「委託医療機関」

という。）  

 （２） 聴覚検査を実施することができる委託医療機関以外の医療機関（以

下「委託医療機関以外の医療機関」という。）  

 （受診票の交付）  

第 5 条  市長は、母子保健法（昭和４０年法律第１４１号）第１５条に規定す

る妊娠の届出があったときは、当該届出を行った者に氷見市新生児等聴覚検

査受診票（様式第１号。以下「受診票」という。）を交付する。  

２  市長は、市外から妊婦の転入が確認されたときは、当該妊婦に対し、受診

票を交付する。  

 （実施方法）  

第６条  委託医療機関において聴覚検査を受けるときは、対象新生児等の保護

者は、当該委託医療機関へ受診票を提出するものとする。  

 （聴覚検査費用の請求等）  

第７条  委託医療機関は、聴覚検査に要した費用（以下「検査費用」という。）

を請求しようとするときは、聴覚検査を実施した日の属する月の翌月１０日

までに、氷見市新生児等聴覚検査費用請求書（様式第２号）に検査結果を記



載した受診票を添えて、市長に提出するものとする。  

 （償還払）  

第８条  市長は、委託医療機関以外の医療機関で聴覚検査を受けた又は委託医

療機関からの請求における控除を受けない対象新生児等の保護者に対し、新

生児等の聴覚検査に要した費用の全部又は一部を助成するものとする。  

２  前項の規定による助成を受けようとする者は、聴覚検査を受診した日から

１５０日以内に、氷見市新生児等聴覚検査費用助成金交付申請書兼請求書

（様式第３号）に次に掲げる書類を添えて市長に提出するものとする。  

 （１）  聴覚検査に係る領収書  

 （２）  受診票  

（３）  その他市長が必要と認める書類  

３  市長は、前項の規定による申請があったときは、その内容を審査し、助成

の可否を決定し、氷見市新生児等聴覚検査費用助成金交付決定（却下）通知

書（様式第４号）により当該申請者に通知するものとする。  

 （費用負担）  

第 9 条  市長は、第３条に規定する聴覚検査の実施に要する費用について、１

回当たり 5,000 円を上限に公費負担するものとする。  

 （検査結果に係る助言指導）  

第 10 条  市長は、第 6 条又は第 8 条 2 項に規定する受診票の提出があったと

きは、その内容を確認し、必要があると認めるときは、聴覚検査を受診した

対象新生児等の保護者に対して必要な助言又は指導を実施するものとする。 

 （助成金の返還）  

第 11 条  市長は、虚偽その他不正な手段により助成金の交付を受けた者があ

るときは、その者から当該交付した助成金の額の全額または一部を返還させ

ることができる。  

 （その他）  

第 12 条  この要綱に定めるもののほか、必要な事項は市長が別に定める。  

   附  則  

 （施行期日）  

１  この告示は、令和３年 4 月 1 日から施行する。  

 （適用区分）  

２  この告示による費用負担等については、この告示の日以後に出生する新生

児について適用し、同日前に出生した乳児については、なお従前の例による。 

 


